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表紙

第６０期定時株主総会招集に際しての
電子提供措置事項

・連結計算書類の連結注記表

・計算書類の個別注記表

（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規程に基づき、
書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子
提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかか
わらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いた
ものを記載した書面を一律でお送りいたします。
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連結注記表

連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数　　１社
連結子会社の名称　SIAM KOKEN LTD.

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社SIAM KOKEN LTD.の決算日は９月30日であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日
との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。
②　デリバティブ

時価法を採用しております。
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建物 ７～50年
機械及び装置 ５～９年

③　棚卸資産
製品・仕掛品

総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

商品・原材料
移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。
貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。また、在外連結子会社は定額法を採用しておりま
す。
　ただし、当社は、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については
定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間
（５年）に基づいております。

③　リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有
の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース
期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額に基づき計上しております。

③　役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上して
おります。

④　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額
を計上しております。

⑤　株式給付引当金
　株式給付規程に基づく従業員に対する当社株式の給付に備えるため、株式給付
債務見込額を計上しております。

⑥　役員株式給付引当金
役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、株式給

付債務見込額を計上しております。

⑷　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。
なお、在外子会社の資産・負債は在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の
部における為替換算調整勘定に含めております。
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⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理

を、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場合の為替
予約については振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
Ａ　ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金
Ｂ　ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建債権・債務及び外貨建予定取引
③　ヘッジ方針

当社は、社内で定めたデリバティブ取引に関する管理規程に基づき取引を行
い、為替変動リスク、金利変動リスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
当社は、ヘッジ対象の相場変動又は、キャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率
によって有効性を評価しております。特例処理によっている金利スワップ及び、
振当処理を行った為替予約については、有効性の評価を省略しております。
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⑹　重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、マスク関連事業、環境関連事業及びその他事業の商品

及び製品の仕入、製造及び販売を行っており、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額
で収益を認識しております。

商品及び製品の販売においては、顧客との販売契約に基づいて当該商品及び製
品に対する支配を顧客に移転することにより履行義務が充足されることから、通
常は商品及び製品が顧客に検収された時点で収益を認識しますが、国内販売にお
いては、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間が
通常の期間であるため、出荷時に収益を認識しております。また、収益は顧客と
の契約において約束された対価からリベート等を控除した金額で測定しておりま
す。

据付け及び調整を伴う製品等の販売においては、据付け等の履行義務が完了し
顧客が検収した時点で収益を認識しております。

商品及び製品の販売の履行義務及び据付け等の履行義務に対する対価は、履行
義務が充足したのち、別途定める支払条件により、概ね１~７ヶ月以内に受領し
ており、重要な金融要素は含んでおりません。
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５．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下
「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した
財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け
取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱
いを適用し、商品又は製品の国内販売において、出荷時から当該商品又は製品の支
配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合は、出荷時点で収益を
認識しております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。

・変動対価が含まれる取引に係る収益認識
顧客に対して支払うリベートについて、従来は金額確定時に売上高から控除して

おりましたが、販売時に取引対価の変動部分の金額を見積り、売上高から控除する
処理に変更しております。

また、従来は営業外費用に計上していた売上割引については、売上高より控除し
ております。なお、返金負債は、「流動負債」の「その他」に含めて表示すること
といたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに
定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方
針を遡及的に適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金
に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認
識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従
前の取扱いに従って収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用してお
りません。

この結果、当連結会計年度の売上高が26,429千円、売上原価が5,499千円、営業
利益が20,929千円、営業外費用が11,163千円、経常利益及び税金等調整前当期純
利益は9,765千円それぞれ減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は
7,277千円減少しております。

１株当たり情報に与える影響は軽微です。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定
会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019
年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによ
り、その他有価証券のうち時価のあるものについて、従来は、連結会計期間末日前
１ヶ月の市場価格等の平均に基づいて算定された価額をもって連結貸借対照表価額
としておりましたが、連結会計期間末日の市場価格等をもって連結貸借対照表価額
とする方法に変更しております。なお、当該会計基準等の適用が連結計算書類に与
える影響は軽微であります。

６．会計上の見積りに関する注記
棚卸資産の評価
⑴　当連結会計年度計上額
棚卸資産　　　　　2,413,983千円

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結会計年度末における正味売却価額が取得原価より下落している場合には、
当該正味売却価額をもって連結貸借対照表価額としております。また、製造年月
又は取得年月から一定期間を経過した棚卸資産については、販売実績又は使用実
績等合理的と考えられる要因に基づき、棚卸資産の種類毎に規則的に帳簿価額を
切り下げております。
　当社事業が属する市場の環境が予測より悪化し、棚卸資産の評価に影響を与え
る要因が変動した場合、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する金額に
重要な影響を与える可能性があります。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 11,023,401千円

⑵ 担保に供している資産　　有形固定資産 6,021,041千円

受取手形 141,404千円
電子記録債権 19,916千円
その他 2,254千円

当座貸越極度額及び
コミットメントラインの総額 3,100,000千円

借入実行残高 1,445,000千円
差引額 1,655,000千円

７．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の影響について）

当社グループは、棚卸資産の評価等の重要な会計上の見積りを行う上での新型コロ
ナウイルス感染症の影響については、感染者数の減少により産業分野におけるマスク
需要は回復するものと想定しております。また、医療分野においては医療機関向けの
マスク需要減を一定数織り込んで会計上の見積りを行っております。なお、将来にお
いてこれらの見積り及び仮定が実際とは異なる可能性があります。

８．連結貸借対照表に関する注記

　上記物件は、短期借入金1,445,000千円、１年内返済予定の長期借入金1,015,000
千円、長期借入金3,104,000千円の担保に供しております。

⑶ 期末日満期手形等の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当
決算期末日が金融機関の休業日であったため、次の決算期末日満期手形等が決算期
末日残高に含まれております。

⑷ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約及びコ
ミットメントライン契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年
度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
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（単位：株）
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度増加

株式数
当連結会計年度減少

株式数
当連結会計年度末

株式数
発 行 済 株 式
　 普 通 株 式 5,104,003 － － 5,104,003

合 計 5,104,003 － － 5,104,003
自 己 株 式
　 普 通 株 式 98,108 99,360 34,400 163,068

合 計 98,108 99,360 34,400 163,068

９．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)１．当連結会計年度末の自己株式（普通株式）には、取締役株式給付信託（ＢＢ
Ｔ）が保有する当社株式22,930株及び従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）が
保有する当社株式66,070株が含まれております。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役株式給付信託（ＢＢＴ）及び従
業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）による取得33,200株、取締役会の決議に基
づく自己株式の取得66,100株、単元未満株式の買取60株によるものでありま
す。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少は、取締役株式給付信託（ＢＢＴ）及び従
業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）への拠出による減少33,200株、従業員株式
給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）による処分1,200株によるものであります。
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決 議 株式の種類 配当金の総
額(千円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2022年３月29日
定時株主総会 普通株式 177,201 35 2021年12月31日 2022年３月30日

決 議 予 定 株式の種類 配当金の総
額(千円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2023年３月28日
定時株主総会 普通株式 226,347 45 2022年12月31日 2023年３月29日

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

(注)「配当金の総額」には、取締役株式給付信託（ＢＢＴ）及び従業員株式給付信託（Ｊ
－ＥＳＯＰ）が保有する当社株式57,000株に対する配当金1,995千円が含まれておりま
す。

②　基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

(注)「配当金の総額」には、取締役株式給付信託（ＢＢＴ）及び従業員株式給付信託（Ｊ
－ＥＳＯＰ）が保有する当社株式89,000株に対する配当金4,005千円が含まれておりま
す。
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10．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、市場環境や長期、短期のバランスを勘案して、必要な資金を
調達しております。また、資金運用は安全性の高い短期預金等で運用し、投機的
な取引は行わない方針であります。また、デリバティブ取引について、金利変動
リスク及び為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方
針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びに金融商品に係るリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒
されておりますが、当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理
を行っております。
　投資有価証券については、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、当該
リスクに関しては、上場株式等については、四半期ごとに時価の把握を行い、非
上場株式等については、定期的に財務状況等の把握を行っております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２か月以内の支払期日で
あり、流動性リスクに晒されておりますが、当該リスクに関しては、手許流動性
を一定レベルに維持することにより、流動性リスクを管理しております。
　短期借入金、１年内返済予定の長期借入金、長期借入金及びファイナンス・リ
ース取引に係るリース債務は、主に運転資金と設備投資に係る資金調達を目的と
したものであり、流動性リスクに晒されておりますが、当該リスクに関しては、
手許流動性を一定レベルに維持することにより、流動性リスクを管理しておりま
す。また、借入金については、金利の変動リスクに晒されているため、ヘッジの
手段としてデリバティブ取引（金利スワップ）の利用を検討し必要に応じて実施
しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方
針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前述の「連結計算書類作成のため
の基本となる重要な事項に関する注記」に記載されている「４．　⑸　重要なヘ
ッジ会計の方法」をご参照下さい。
　外貨建債権・債務及び外貨建予定取引については、子会社との取引によるもの
であり、為替変動リスクにも晒されておりますが、当該取引についてのヘッジ手
段として、デリバティブ取引（為替予約）の利用を検討し必要に応じて実施して

－ 11 －
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連結貸借対照表
計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）
①　投資有価証券

その他有価証券(＊2) 104,449 104,449 －
資産計 104,449 104,449 －

②　１年内返済予定の長期
借入金 1,140,000 1,138,486 △1,513

③　リース債務（短期） 112,333 110,490 △1,843
④　長期借入金 3,374,000 3,348,187 △25,812
⑤　リース債務（長期） 60,562 59,764 △797

負債計 4,686,895 4,656,928 △29,967
⑥　デリバティブ取引(＊3) （1,340） （1,340） －

おります。
　デリバティブ取引の執行・管理については、経理規程等に従い、経理部が決裁
責任者の承認を得て行っております。また、デリバティブ取引の契約先は、いず
れも信用度の高い大手金融機関に限定しており、相手方の契約不履行によるいわ
ゆる信用リスクは殆どないと判断しております。なお、デリバティブ取引は社内
規程等に従い、リスクヘッジ目的以外のデリバティブ取引は行わない方針であり
ます。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2022年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。

　(＊1)「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「買掛
金」、「短期借入金」、「未払金」、「未払法人税等」については、現金で
あること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか
ら、注記を省略しております。

－ 12 －
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区分 連結貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式等 696

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,386,383 － － －

受 取 手 形 977,940 － － －

電子記録債権 1,126,572 － － －

売 掛 金 2,158,298 － － －

合計 6,649,194 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 1,140,000 1,114,000 1,114,000 614,000 334,000 198,000

リース債務 112,333 52,513 5,957 1,781 309 －

合計 1,252,333 1,166,513 1,119,957 615,781 334,309 198,000

　(＊2)市場価格のない株式等は「①投資有価証券」には含まれておりません。当該
金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

　(＊3)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており､合
計で正味の債務となる項目については（ ）で示しております。

（注1）金銭債権の決算日後の償還予定額

（注2）長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額

－ 13 －
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券 104,449 － － 104,449

資産計 104,449 － － 104,449

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に
応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市

場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又
は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１
のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて
算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定
した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、
それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優
先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

－ 14 －
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

１年内返済予定の
長期借入金 － 1,138,486 － 1,138,486
リース債務（短期） － 110,490 － 110,490
長期借入金 － 3,348,187 － 3,348,187
リース債務（長期） － 59,764 － 59,764
デリバティブ取引

通貨関連 － 987 － 987
金利関連 － 352 － 352
負債計 － 4,658,269 － 4,658,269

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
・投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ
れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

・１年内返済予定の長期借入金、長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。金利スワップの特例処
理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて
いるため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

・リース債務（短期）、リース債務（長期）
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に

想定される料率で割り引いた現在価値により算定しております。

－ 15 －
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ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ

対象
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超

（千円）
時価

（千円）

為 替 予 約
等 の 振 当
処理

為替予約取引

買建

タイバーツ 買掛金 23,062 － △987

ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等

（千円）
契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
(千円)

原則的
処理方法

金利スワップ取引
変動受取・
固定支払

長期借入金 1,518,000 1,254,000 △352

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
変動受取・
固定支払

長期借入金 1,487,000 1,056,000 （注2）

（注2）デリバティブ取引に関する事項
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
・通貨関連

・金利関連

（注1）時価の算定方法
取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

（注2）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借
入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の
時価に含めて記載しております。

－ 16 －
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報告セグメント
その他事業 合計マスク関連

事業
環境関連

事業
売上高

防じんマスク 5,590,357 － － 5,590,357
防毒マスク 1,948,907 － － 1,948,907
防じんマスク・
防毒マスク関連
その他製品

1,506,790 － － 1,506,790

環境関連製品 － 1,252,130 － 1,252,130
その他 － － 305,958 305,958
顧客との契約から
生じる収益 9,046,055 1,252,130 305,958 10,604,143

11．賃貸等不動産に関する注記
当社は、賃貸等不動産を所有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏

しいため記載を省略しております。

1２．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

－ 17 －
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当連結会計年度期首 当連結会計年度末
顧客との契約から
生じた債権
　受取手形 930,871 977,940
　電子記録債権 869,383 1,126,572
　売掛金 2,056,739 2,158,298
契約負債 9,182 632

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算

書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 ４．会計方針に関する事
項 ⑹　重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

契約負債は、一時点で履行義務が充足し、当該時点にて収益を認識する顧客と
の契約について、支払条件に基づき顧客から受け取った前受金に関するものであ
ります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含ま
れていた額は、9,182千円であります。

－ 18 －
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１株当たり純資産額 2,392円01銭
１株当たり当期純利益 167円85銭

1３．１株当たり情報に関する注記

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

２. 株主資本において自己株式として計上されている「取締役株式給付信託
（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」に残存する自
社の株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、期
中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
「１株当たり純資産額」の算定上、控除した当該自己株式数は、「株式給
付信託（ＢＢＴ）」は22,930株であり、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯ
Ｐ）」は66,070株であります。
　また、「１株当たり当期純利益」の算定上、控除した当該自己株式数の
期中平均株式数は、「株式給付信託（ＢＢＴ）」は21,815株であり、
「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」は63,007株であります。

14．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 19 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式…………………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
②　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ…………時価法
③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品・仕掛品………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を
採用しております。

商品・原材料………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。

貯蔵品………………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

－ 20 －
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建物 ７年～50年
機械及び装置 ９年

⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産………………定率法
（リース資産を除く）　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

無形固定資産………………定額法
（リース資産を除く）　　なお、ソフトウェア（自社利用）については、社

内における見込利用可能期間（５年）に基づいて
おります。

長期前払費用………………定額法
リース資産…………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産は、自己所有の固定資産に適用する減価償
却方法と同一の方法を採用しております。所有権
移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法を採用しております。

⑶　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。
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⑷　引当金の計上基準
貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金…………………従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額
に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。

役員賞与引当金……………役員に対して支給する賞与の支出に備えるため､
支給見込額に基づき計上しております。

役員株式給付引当金………役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式
の給付に備えるため、株式給付債務見込額を計上
しております。

株式給付引当金……………株式給付規程に基づく従業員に対する当社株式の
給付に備えるため、株式給付債務見込額を計上し
ております。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理

を、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場合の為替予
約については振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
Ａ　ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金
Ｂ　ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建債権・債務及び外貨建予定取引
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③　ヘッジ方針
当社は、社内で定めたデリバティブ取引に関する管理規程に基づき取引を行い、

為替変動リスク、金利変動リスクをヘッジしております。
④　ヘッジ有効性評価の方法

当社は、ヘッジ対象の相場変動又は、キャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手
段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ
って有効性を評価しております。特例処理によっている金利スワップ及び、振当処
理を行った為替予約については、有効性の評価を省略しております。

⑹　収益及び費用の計上基準
当社は、マスク関連事業、環境関連事業及びその他事業の商品及び製品の仕入、

製造及び販売を行っており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しており
ます。

商品及び製品の販売においては、顧客との販売契約に基づいて当該商品及び製品
に対する支配を顧客に移転することにより履行義務が充足されることから、通常は
商品及び製品が顧客に検収された時点で収益を認識しますが、国内販売において
は、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の
期間であるため、出荷時に収益を認識しております。また、収益は顧客との契約に
おいて約束された対価からリベート等を控除した金額で測定しております。

据付け及び調整を伴う製品等の販売においては、据付け等の履行義務が完了し顧
客が検収した時点で収益を認識しております。

商品及び製品の販売の履行義務及び据付け等の履行義務に対する対価は、履行義
務が充足したのち、別途定める支払条件により、概ね１~７ヶ月以内に受領してお
り、重要な金融要素は含んでおりません。
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２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下
「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財
又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け
取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱
いを適用し、商品又は製品の国内販売において、出荷時から当該商品又は製品の
支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合は、出荷時点で収
益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。
・変動対価が含まれる取引に係る収益認識

顧客に対して支払うリベートについて、従来は金額確定時に売上高から控除し
ておりましたが、販売時に取引対価の変動部分の金額を見積り、売上高から控除
する処理に変更しております。

また、従来は営業外費用に計上していた売上割引については、売上高より控除
しております。なお、返金負債は、「流動負債」の「その他」に含めて表示する
ことといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに
定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針
を遡及的に適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加
減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識
会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取
扱いに従って収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりま
せん。

この結果、当事業年度の売上高が26,429千円、売上原価が5,499千円、営業利
益が20,929千円、営業外費用が11,163千円、経常利益及び税金等調整前当期純利
益は9,765千円それぞれ減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は
7,277千円減少しております。

１株当たり情報に与える影響は軽微です。

－ 24 －



2023/02/24 20:22:10 / 22941127_興研株式会社_招集通知

個別注記表

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以

下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定
会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019
年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これに
より、その他有価証券のうち時価のあるものについて、従来は、当事業年度の末
日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づいて算定された価額をもって貸借対照表価
額としておりましたが、当事業年度末日の市場価格等をもって貸借対照表価額と
する方法に変更しております。なお、当該会計基準等の適用が計算書類に与える
影響は軽微であります。

３．会計上の見積りに関する注記
　棚卸資産の評価
⑴　当事業年度計上額
　　棚卸資産　　　　　2,234,218千円

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　事業年度末における正味売却価額が取得原価より下落している場合には、当該

正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。また、製造年月又は取得
年月から一定期間を経過した棚卸資産については、販売実績又は使用実績等合理
的と考えられる要因に基づき、棚卸資産の種類毎に規則的に帳簿価額を切り下げ
ております。

　　当社事業が属する市場の環境が予測より悪化し、棚卸資産の評価に影響を与え
る要因が変動した場合、翌事業年度の計算書類において認識する金額に重要な影
響を与える可能性があります。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 10,528,380千円

⑵ 担保に供している資産　　有形固定資産 6,021,041千円

受取手形 141,404千円
電子記録債権 19,916千円
その他 2,254千円

当座貸越極度額及び
コミットメントラインの総額 3,100,000千円

借入実行残高 1,445,000千円
差引額 1,655,000千円

４．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の影響について）

当社は、棚卸資産の評価等の重要な会計上の見積りを行う上での新型コロナウ
イルス感染症の影響については、感染者数の減少により産業分野におけるマスク
需要は回復するものと想定しております。また、医療分野においては医療機関向
けのマスク需要減を一定数織り込んで会計上の見積りを行っております。なお、
将来においてこれらの見積り及び仮定が実際とは異なる可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記

　上記物件は、短期借入金1,445,000千円、１年内返済予定の長期借入金
1,015,000千円、長期借入金3,104,000千円の担保に供しております。

⑶ 期末日満期手形等の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当
決算期末日が金融機関の休業日であったため、次の決算期末日満期手形等が決算期
末日残高に含まれております。

⑷ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約及びコ
ミットメントライン契約を締結しております。これらの契約に基づく当事業年度末
の借入未実行残高は次のとおりであります。
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短期金銭債務 56,407千円

営業取引による取引高 368,259千円
営業取引以外の取引高 20,035千円

（単位：株）
当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

自 己 株 式
　 普 通 株 式 98,108 99,360 34,400 163,068

合 計 98,108 99,360 34,400 163,068

⑸ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

７．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)１．当事業年度末の自己株式（普通株式）には、取締役株式給付信託（ＢＢＴ）が
保有する当社株式22,930株及び従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）が保有す
る当社株式66,070株が含まれております。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役株式給付信託（ＢＢＴ）及び従
業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）による取得33,200株、取締役会の決議に基
づく自己株式の取得66,100株、単元未満株式の買取60株によるものでありま
す。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少は、取締役株式給付信託（ＢＢＴ）及び従
業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）への拠出による減少33,200株、従業員株式
給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）による処分1,200株によるものであります。
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（単位：千円）
繰延税金資産

役員退職慰労引当金 232,497
賞与引当金 127,685
貸倒引当金 1,224
役員賞与引当金 17,024
減損損失 11,155
棚卸資産評価損 47,049
未払事業税 16,832
株式給付引当金 28,195
役員株式給付引当金 10,042
減価償却超過額 21,737
その他 60,827

繰延税金資産小計 574,273
評価性引当額 △23,657
繰延税金資産合計 550,616

繰延税金負債
圧縮記帳積立金 7,969
その他 10,776

繰延税金負債合計 18,745
繰延税金資産の純額 531,871

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合
（ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高

（ 千 円 ）

主要株主（個
人）及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等

酒井建物㈱
(注)２．３

(被所有)
直接0.00

本 社 ビ ル
の賃借

賃料の
支払等

(注)１．
29,123 － －

役員 酒井眞一 (被所有)
直接11.96

本 社 ビ ル
の賃借

賃料の
支払等

(注)１．
3,261 前払費用 1,195

役員 酒井宏之 (被所有)
直接11.32

本 社 ビ ル
の賃借

賃料の
支払等

(注)１．
3,261 前払費用 1,195

種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合
（ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高

（ 千 円 ）

子会社
SIAM 
KOKEN
LTD.

所有
直接100.00

役務の提供
契約の締結
役員の兼任

経営指導料
の受取

(注)
20,035 関係会社

未収入金 2,686

９．関連当事者との取引に関する注記
　⑴　役員及び個人主要株主等

　（注）１. 取引条件及び取引条件の決定方針等
賃借料の支払については、近隣の取引実勢に基づいて、２年に一度交渉
の上賃借料金額を決定しております。

2. 当社の主要株主酒井眞一が議決権の50％、酒井宏之が議決権の50％を
直接所有しております。

3. 2022年12月31日現在清算中であります。

　⑵　子会社及び関連会社等

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
経営指導料の受取については、役務提供契約を基礎として決定しておりま
す。
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１株当たり純資産額 2,315円73銭
１株当たり当期純利益 161円55銭

10．１株当たり情報に関する注記

　（注）１. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

２. 株主資本において自己株式として計上されている「取締役株式給付信託
（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」に残存する
自社の株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定
上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま
す。
「１株当たり純資産額」の算定上、控除した当該自己株式数は、「株式
給付信託（ＢＢＴ）」は22,930株であり、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳ
ＯＰ）」は66,070株であります。
　また、「１株当たり当期純利益」の算定上、控除した当該自己株式数
の期中平均株式数は、「株式給付信託（ＢＢＴ）」は21,815株であ
り、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」は63,007株であります。

11．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注

記表　12．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略
しております。

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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